「対話と実行」座談会

（平成２３年度第２回　嶺北地域）

日時：平成２３年５月２７日 １８：３０～

会場：本山町プラチナセンター
１．開会

ただ今から嶺北地域の皆様と知事との「対話と実行」座談会を開催させていただきます。
　この座談会は、尾﨑知事が各地域へお伺いし、県民の皆様方との対話を通じて地域の実情や課題を把握し、皆様の声を県政に反映していこうと、平成２０年度から実施をしております。

　本年度は地域の活性化をテーマとして、県内を７つのブロックに分けて開催させていただいており、本日は、嶺北地域で産業や福祉の分野で活躍されている７名の皆様方にご参加をいただいております。
～このあと、市町村関係者、県関係者の紹介と、要約筆記(聞こえの不自由な方にその場で音声を文字にして伝える活動)の実施についても紹介が行われました～

２．知事の県政方針の話

(１)「対話と実行」座談会

　本日は、本当に多くの皆様方においでいただきまして誠にありがとうございます。
この「対話と実行」座談会は、平成２０年度の開始から、最初の年には全ての市町村を回らせていただき、その後テーマを絞っての座談会を続けて開催させていただきまして、今回で５９回目です。今までも、「あったかふれあいセンター」の取り組みや産業振興計画の地域アクションプランづくり、さらには（芽出しの段階の取り組みを支援する）ステップアッププランの制度づくりなど、この座談会でいただいたお知恵をもとに実行させていただいております。
(２)５つの基本政策　～経済の活性化、地産外商～

　少しお時間をいただいて、県政方針について簡単にご説明をさせていただきます。　
今、５つの基本政策に基づき、産業振興計画の推進、日本一の長寿県構想の推進、教育改革、インフラ整備、そして南海地震対策の抜本強化の取り組みなどを進めているところです。まず産業振興計画では、実行３年目を迎え、従前にも増して地産外商を徹底して進めてまいりたいと考えています。

　外商については、去年の龍馬ブームのおかげもあり、前々年度に比べて観光客が約３５％増え、さらには（東京のアンテナショップ）「まるごと高知」をはじめとする地産外商公社の仲介斡旋事業などを通じて、対外的な地産外商の契約が平成２２年度は４４０件を超えるほどになっています。その前の年が１７０件ですから、随分加速して外商活動も進むようになってまいりました。

　しかし、やはり昨年の龍馬ブームの力は非常に大きく、さらに今年は震災によるマイナスの影響もありますが、むしろ、地産外商公社はますますノウハウを高めながら、外商活動をより邁進させていかなければなりません。また観光については、龍馬ブームなき後、「土佐龍馬であい博」の後継としてあえて「志国・高知 龍馬ふるさと博」を実施することで、大河ドラマ放送後の反動に備える取り組みを進めているところです。

(３)５つの基本政策　～ものづくりの地産地消～

　もう１つ、今年度は、地産外商活動の地産の部分、高知県内でものづくりをしっかり行う体制を強化していくことが必要だと考えています。担い手の育成から始まり、集落において拠点的なビジネスを展開できるような集落づくりを進めていくこと、さらには県内の事業者同士でマッチング支援などを通じ、一次産業との連携、県内企業同士の連携でものづくりが完結するような取り組みも進め、地産の部分を大いに強くしたいと考えています。

　高知県はいい素材を持っていますが、県外で加工せざるを得ないということが多々あるのはご存知のことと思います。例えば「まるごと高知」では、高知県産生姜を１００％使った生姜スープが大変売れているそうですが、製造元を見ますと、メイドイン広島となっています。原料は高知県なんですが、加工する工程が高知県にはないため、県外で加工しているのです。これでは外商で売れた売上が全部高知県へということにはならないと思います。もっと県内の事業者同士で仕事ができるようにならないものかということです。
(４)５つの基本政策　～医療再生機構、高知型福祉～

　「日本一の健康長寿県構想」も実行２年目に入りました。こちらも毎年度バージョンアップを図ることとして、例えば保健の分野でいえば肝癌対策と子宮頚癌対策を強化すること、さらには特定検診、癌検診の受診率を向上させることに取り組んでいます。
　また、医療の分野では、医療再生機構の取り組みを抜本的に強化し、即戦力となる医師を県外からスカウトしてこられるような仕組みづくりを進めております。医師の確保については他県も同じような悩みを抱えている状況で、県同士の競争のようなところがあります。その競争に負けないように、医療再生機構の中でスカウト専門の部隊を県内で作って、取り組みを進めようとしているところです。併せて、実質２機目となるドクターヘリを導入しての取り組みも進めようとしております。

　そして、地域での支え合いの力を意図的に政策的に作っていこうとする高知型福祉の取り組み、これも２年目に入ることとなります。あったかふれあいセンターは今３０市町村で４０か所設置をしていただいており、この取り組みをさらに前へ、もっと住民の皆さんに前方展開できないかと進めています。さらには、地域福祉活動計画を作って、地域ごとの実情に応じたその地域の有り様というのを、市町村の皆様と一緒に模索していこうとしているところです。
(５)５つの基本政策　～南海地震対策～

　最後に南海地震対策、この度の東日本大震災を踏まえ、本県における対策も抜本的に強化をしていかなければなりません。想定の見直しから始まって、様々なインフラ整備の見直しもしっかり行なっていく必要があります。揺れ対策、津波対策などいろいろな対策を講じていくことが必要だと思います。
　抜本的に災害から人の命を守るための対策を積み重ねていきながら、他方で、日々の安全度を高めていくための優先度の高い対策をしっかりと積み重ねていく、そういったことも進めていきたいと考えているところです。
　例えばこの４月に、沿岸にある全ての小中学校で避難訓練を実施しているところですが、これも安全度を高めていくための対策だと思っています。その中で、「逃げる場所がない」というようないろいろな課題が見えてくることがあります。そういったことも踏まえての抜本的な対策を同時に実行すべく努力をするということです。
　特に、津波から逃げられる避難場所の整備に力を入れていかないといけません。そしてもう１つ、地域ごとの避難計画づくりもしっかり前へ進めていかなければなりません。
　最後に申し上げますと、支え合いの力が確保され、地域地域でしっかり暮らしていける、それこそがいざと言う時の災害時の備えにつながっていくものだと考えているところです。日本一の健康長寿県構想の取り組み、高知型福祉の取り組み、さらには救急医療体制の整備の取り組み、これは保健・医療・福祉の体制を強化するためのものですが、併せて、いざ南海地震が起こったときの対策にそのままつながっていくものだと、いや、むしろそう意識してやっていくべきだと考えているところです。
　様々な産業振興、長寿県構想の推進、社会福祉の向上、合わせて防災対策、教育振興など、今後もこの５つの対策に基づく取り組みを全力で進めてまいりたいと考えております。
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